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平成３０年度定期監査結果報告 

 

 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、平成３０年度の定期監査（第２次分）

を実施したので、その結果について同条第９項の規定により、次のとおり提出します。 
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[１] 監査の対象 

   ○ 幼稚園（１園） 

伯太幼稚園 

 

○ 保育園（３園） 

国府第一保育園、国府第二保育園、緑ヶ丘保育園 

 

○ 病院経営管理課 

 

  

[２] 監査の実施期間 

平成３０年１０月２９日から平成３０年１１月１３日まで                                                     

 

 

[３] 監査の目的 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理等が法令の定めに則って適正に

執行されているかどうかを確認することにより、本市の行財政運営の健全性の確保と、

市政への信頼確保に寄与することを目的として実施した。 

 

 

[４] 監査の範囲及び方法 

平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日までの、主に財務に関する事務につい

て、監査対象施設よりあらかじめ提出された関係資料及び諸帳簿等（一部抽出）を照査

するとともに、関係職員から業務の概要及び事務処理状況等について説明を受け、質問

するなどの方法により実施した。 

 

 

[５] 監査の結果 

対象施設の財務等に関する事務は、適正かつ効率的に執行されているものと認められ

た。 

監査対象施設ごとの内容は次のとおりである。 
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１ 幼稚園 

 

（１）光熱水費支出状況 

   電気料金、水道料金及びガス料金について、平成２６年度から平成３０年度までの

支出状況推移を調査した結果、適正に執行されていると認められた。 

 

（２）備品管理状況 

   備品管理台帳を調査した結果、適正に管理されていると認められた。 

 

（３）公金取扱状況 

   幼稚園保育料の口座振替不能分及び納付書支払分を保護者から徴収し、市へ納入し

ている。 

日本スポーツ振興センター負担金を保護者から徴収し、市へ納入している。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

（４）準公金取扱状況 

給食費など合計６件の準公金を保護者から徴収し、必要経費に充て、年度末に収支

を会計報告書で報告している。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

（５）防災・防犯対策実施状況 

防災対策として、消火器・ＡＥＤを配置している。また、消防法第８条に従って災

害避難訓練を行っている。全職員は救命講習会に参加し、ＡＥＤの使用方法について

指導を受けている。 

防犯対策として、通用門にオートロック、モニター付インターホン、防犯カメラ、

非常通報装置を設置し、不審者対処避難訓練を実施している。 

防災・防犯訓練実施後は職員間で検証を行い、避難方法などに課題があれば、次回

の訓練より変更して実施している。 

これらのことから、防災・防犯対策は、適正に執行されていると認められた。 

 

（６）各種日誌記載状況 

   １日の主な行事、活動の目的、出欠人数、保健記録、個別に配慮すること等を記載

する幼稚園事務日誌などについて調査した結果、適正に記載されていると認められた。 
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監査対象幼稚園 職員数・園児数（平成３０年１０月１日現在） 

（単位：人） 

園名 職員数 
園児数 

定員 ４歳児 ５歳児 合計 

伯太幼稚園 
５ 

（２） 
７０ １０ ２５ ３５ 

   ※（ ）は臨時職員で、外数。       

 

２ 保育園 

 

（１）光熱水費支出状況 

   電気料金、水道料金及びガス料金について、平成２６年度から平成３０年度までの

支出状況推移を調査した結果、適正に執行されていると認められた。 

 

（２）備品管理状況 

   備品管理台帳を調査した結果、適正に管理されていると認められた。 

 

（３）公金取扱状況 

   保育所保護者負担金、一時保育等保護者負担金の口座振替不能分及び納付書支払分

を保護者から徴収し、市へ納入している。 

日本スポーツ振興センター負担金、保育所給食費保護者実費徴収金（主食費）を保

護者から徴収し、市へ納入している。 

また、保育所給食費職員実費徴収金を職員から徴収し、市へ納入している。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

（４）準公金取扱状況 

 協力費、写真代を保護者から徴収し、必要経費に充て、年度末に収支を会計報告書

で報告している。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

（５）防災・防犯対策実施状況 

防災対策として、消火器・ＡＥＤを配置している。また、消防法第８条に従って

災害避難訓練を行っている。消火器については消防士、ＡＥＤについては応急手当
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普及員（看護師）の指導のもと、全職員で講習を受けている。 

防犯対策として、通用門にオートロック、モニター付インターホン、防犯カメラ、

非常通報装置を設置し、不審者対処避難訓練を毎月実施している。 

防災・防犯訓練実施後は職員間で検証を行い、課題があれば職員会議で情報共有

している。 

    これらのことから、防災・防犯対策は、適正に執行されていると認められた。 

 

（６）各種日誌記載状況 

 １日の主な行事、活動の目的、出欠人数、保健記録、個別に配慮すること等を記載

する保育日誌などについて調査した結果、適正に記載されていると認められた。 

 

 

監査対象保育園 園児数（平成３０年１０月１日現在） 

（単位：人） 

園名 定員 ０歳児 1歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

国府第一 

保育園 
１５０ 

６ １５ ２６ ３０ ２２ 

(２) 

２７ 

(３) 

１２６ 

(５) 

国府第二 

保育園 
１２０ 

６ １４ ２０ ２３ 

(１) 

１９ 

(４) 

２２ 

(２) 

１０４ 

(７) 

緑ヶ丘保育園 １２０ 
５ １３ ２０ １９ 

 

２７ 

(１) 

２６ 

(２) 

１１０ 

(３) 

※（ ）は障がい児で、外数。 

 

監査対象保育園 職員数（平成３０年１０月１日現在） 

（単位：人） 

園名 園長 副園長 
保育士 

看護師 栄養士 調理員 用務員 合計 
正職 育休等 臨時 

国府第一 

保育園 
１ １ 

１５ 

(１) 
３ 

５ 

(２) 
１ １ ２ １ 

２８ 

(３) 

国府第二 

保育園 
１ １ １０ ５ 

６ 

(４) 
１ １ ２ １ 

２８ 

(４) 

緑ヶ丘 

保育園 
１ １ ８ ５ 

８ 

(２) 
１ １ ２ １ 

２８ 

(２) 

※（ ）は障がい児加配で、外数。 
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３ 病院経営管理課 

 

 （１）業務委託契約について 

    総合医療センターへの医療機器の移設業務、旧病院の放射線施設廃止業務等の委

託契約を締結している。この事務について関係書類を調査した結果、適正に処理さ

れていた。 

 

 （２）賃貸借契約について 

旧病院建物敷地等の土地賃貸借契約を締結している。この事務について関係書類

を調査した結果、適正に処理されていた。 

  

 （３）行政財産貸付状況について 

    総合医療センター敷地内の病院附属棟の１階部分等を行政財産の貸付により保険

調剤薬局を開設する事業者に貸し付けている。この事務について関係書類を調査し

た結果、適正に処理されていた。 

 

（４）その他事務等の執行について 

   平成３０年４月に、総合医療センターとして開院後は順調に患者数を伸ばしてい

る。今後も高度医療の充実、救急医療の受入拡大に努め、公立病院として市民が安

心して医療を受けることのできる体制の拡充に向け、指定管理者と連携を図りなが

ら、事業推進に努められたい。 


